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「安全・安心・快適」をめざして～東京外環自

動車道（松戸ＩＣ～高谷ＪＣＴ間）の設計概要
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Tokyo Gaikan Expressway is about 85km long circular road with a radius of 15km from center of Tokyo. 
The main structure of Chiba section of this expressway, between Matsudo IC and Koya JCT, is trenched 
road with slit or covered road, constructed by open cut method. This paper reports abstract of design for 
safety, relief and comfortable expressway in this expressway. 

 Key Words : slit or covered road,road plan 

1. はじめに

東京外環自動車道（以下、「外環道」という。）

は、都心から半径約15kmのエリアを結ぶ延長約85km
の幹線道路で、３環状９放射ネットワークの一部に

位置付けられている。（図-1） 

このうち、千葉県区間の松戸IC（仮称）から高谷 
JCT（仮称）に至る延長約12.1kmであるが、このう

ち約9.5kmは環境に配慮した掘割スリット・蓋掛け構

造で計画されている。（図-2，図-3） 

 
 
 

 

図-1 外環全体計画 図-2 標準断面図 千葉県区間 
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外環道（千葉県区間）の道路構造設計においては、

特殊な道路構造であることを踏まえ、「安全・安

心・快適」な道路空間の創出や地震、災害に強い道

路づくりを目指し、道路構造の検討を進めてきた。 
本論文は、外環道（千葉県区間）に関する道路構

造等の設計概要について紹介するものである。 
 

 

2. 耐震設計 
 
(1) 基本方針 
a) 掘割構造物の耐震目標 

掘割構造物の耐震目標は、表-1に示す。供用期間

中に発生する確率が高い地震動（レベル１地震動） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に対して、地震直後にも通常の供用が可能であるこ

とを目標とした。 
また、本区間の掘割構造物は重要度が極めて高く、

供用期間中に発生する確率は小さいが大きな強度を

持つ地震動（レベル２地震動）に対しても一定の機

能維持が要求されるため、兵庫県南部地震の地下鉄

駅舎の被災経験を踏まえて内空が確保され、地震直

後にも緊急車両の通行が可能で、補修・補強により

建設当初の機能回復が図れることを目標とした。 
 

(2) 耐震設計の手順 
掘割構造物の耐震設計の基本的な検討項目とその手順

は、図-4に示す。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

図-3 外環道（千葉県区間）縦断図 

表-1 掘割構造部の耐震目標 

項目 内 容 レベル１地震動 レベル２地震動 

構造安全性 人命の危機回避 人命に危害を与えない 同左 

供用性 
地震後に必要な機

能の維持 

地震直後にも通常の供用が可能

である 

地震直後にも緊急車両の通行が

可能である 

復旧性 
当初の機能を回復

する容易さ 

耐久性を確保するためのクラッ

クの補修等で対処可能である 

補修・補強により建設当初の機

能回復を図れる 

※レベル２地震動としては、プレート境界型の大規模な地震を想定したタイプⅠの地震動及び内陸直下型地震を

想定したタイプⅡの地震動を考慮した。 
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(3) 横断方向の耐震設計 

a) 横断方向の耐震設計の方針 
横断方向の耐震計算は、応答震度法を基本とし、

耐震計算を行うこととした。 

耐震安全性の判定は、常時荷重に対して設定した

断面寸法と配筋に対して、「隅角部に隣接する側壁

の耐震安全性の判定」及び「中壁及び中柱の耐震安

全性の判定」を行った。 

せん断に対して耐震安全性が確保されていない場

合には、せん断補強筋を増加させてせん断力を確保

し、レベル２地震動の曲げに対して耐震安全性が確

保されていない場合でもできる限りせん断補強筋を

増加させて変形性能を向上させた。 

b) 隅角部に隣接する側壁の耐震安全性の判定 
隅角部に隣接する側壁の耐震安全性の判定は、以

下のとおりとした。 

① レベル１地震動に対して、各部材が降伏しない

こと。 

② レベル２地震動に対して、各部材の曲率が許容

曲率を超えないこと 

③ 各部材のせん断力は、せん断耐力を上回らない

こと 

④ レベル２地震動に対して、隅角部の層間変形角

がレベル２地震動に対して、タイプⅠで1/50、

タイプⅡで1/30の許容層間変形角を超えないこ

と 

なお、許容層間変形角は、外環掘割構造の1/4

モデルの供試体を用いた載荷実験を実施して、

側壁と底版を接合する隅角部の判定基準を定め

た。 

 

c) 中壁及び中柱の耐震安全性の判定 
中壁及び中柱の耐震安全性の判定は、以下のとお

りとした。 

① レベル１地震動に対し、中壁及び中柱が降伏し

ないこと 

② レベル２地震動に対し、中壁及び中柱の曲率が

許容曲率を超えないこと 

③ 中壁及び中柱のせん断力は、せん断耐力を上回

らないこと 

④ 中壁及び中柱につては、曲げ破壊型とする。 

曲げ破壊型とするには、式-1を満足すること 

   Md/Mu ＞ Pd/Ps       （式-1） 

ここに、 Md：発生曲げモーメント      

Mu：終局曲げモーメント 

Pd：発生せん断力   

Ps：せん断耐力 

⑤ 耐震安全性の判定にあたっては、各地震動の波

形の応答値により判定する。 

⑥ 常時設計で設定した中柱の配筋で、せん断補強

筋を増やしても許容曲率を超える場合には、上

記②の曲率による曲げ性能の判定を省略し、層

間変形角で耐震安全性を判定する。ただし、こ

の場合、許容層間変形角は、レベル２地震動に

対して、タイプⅠで1/30、タイプⅡで1/15とす

る。 

なお、中柱は、ＲＣ橋脚と異なり軸力が保持で

きれば、水平耐力は期待されないことから、載

荷実験に基づいた軸力保持に着目した判定基準

を設定した。 

 

ＳＴＡＲＴ

耐震設計に必要な地盤乗数の設定

液状化の判定

液状化対策の検討

液状化対策が必要

液状化対策が不要
動的解析による横断方向の耐震設計

の必要性の判断

動的解析による縦断方向の耐震設計

動的解析による横断方向

の耐震設計

ＹＥＳ

ＮＯ

ＥＮＤ

地盤の動的解析による地盤の応

答値の算出

応答震度法による横断方向の耐震設計

図-4 耐震設計の手順 
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(4) 縦断方向の耐震設計 
a) 縦断方向の耐震設計の方針 
縦断方向の耐震性は、連結継手構造を用いた構造

目地により確保することとした。 

地中構造物の縦断方向の挙動は、地中構造物の軸

線に沿った地盤条件や構造条件の影響を受けるため、

縦断方向の耐震設計は、地盤条件と構造条件を適切

に評価した解析モデルを用いた動的解析により実施

する。図-5に掘割構造物の縦断方向の解析モデル例

を示す。 

b) 耐震安全性の判定 
縦断方向の耐震設計における躯体及び継手部の耐

震安全性の判定は、表-2、表-3のとおりとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表-2 躯体の耐震安全性の判定基準 

項 目 レベル1地震動 レベル2地震動 備 考 

コンクリ－ト軸

圧縮 

圧縮応力度の照査： 

σc≦σca 

 

圧縮応力度の照査： 

σc≦0.65σck 

（＝0.85σck /1.3） 

 

配力鉄筋 

（クラック） 

配力鉄筋のひずみ 

軸引張：ε≦εy 

曲げ ：φ≦φy 

（地震に伴う漏水の増加は

ない。） 

配力鉄筋のひずみ 

軸引張：ε≦εcra 

曲げ ：φ≦φcra 

（地震に伴う漏水の増加は微

小である。） 

躯体の引張強度σbt＝0.5

σck
2/3 あるいはひび割れ

モ－メントＭｃ以下であ

れば左に示す許容値は満

足する。 

せん断 

（ずれ） せん断耐力の照査：Ｓ≦Ps せん断耐力の照査：Ｓ≦Ps 
 

表-3 継手の耐震安全性の判定基準 

項 目 レベル1地震動 レベル2地震動 備 考 

止水性 引張変形量： 

δ≦δw1a 

（地震に伴う漏水の増加は

ない。） 

引張変形量： 

δ≦δw2a 

（地震に伴う漏水の増加は微

小である。） 

躯体との取り付け部を含

めて判定 

連結鉄筋 

相対変位量 

軸方向： 

δ≦δy 

 

回転角： 

θ≦θy 

 

せん断（ずれ） 

せん断応力度：τ≦τa

（τa＝σy/ 3 ） 

相対変位量 

軸方向： 

δ≦δja＝δy＋ 

    （δu－δy）/α 

回転角： 

θ≦θja＝θy＋ 

    （θu－θy）/α 

せん断（ずれ） 

せん断応力度：τ≦τa 

（τa＝σy/ 3 ） 

引張鉄筋ひずみが降伏ひ

ずみεy および終局ひず

みεu（10%）に達する相

対変位量から許容値を設

定する。 

 

実験結果に基づいて軸方

向や回転角と同様に許容

変位量を設定してもよ

い。 

ここに、 

σc：コンクリ－トの発生圧縮応力      σca：コンクリ－トの許容圧縮応力 

σck：コンクリ－トの設計基準強度  ε：鉄筋の発生ひずみ  φ：躯体の発生曲率 

δ：継手の発生変形量  θ：継手の発生回転角 εy：鉄筋の降伏ひずみ  φy：躯体の降伏曲率 

 

 

 

図-5 縦断方向耐震計算モデル例 
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3.  構造細目 
 
(1) 連結継手 
掘割構造物の目地構造は、防水性、コンクリート

の耐久性、耐震性を考慮し、構造継手のせん断変形

性能確認実験結果・せん断変形性能の確認及び地盤

の応答解析を踏まえ、外環道独自の連結継手を設置

した。また、連結継手部に設ける連結鉄筋は、配力

筋相当量とし、連結鉄筋をアンボンド加工すること

により自由長（アンボンド長）を設けた。 

連結継手の構造は、以下のとおりとした。 

① 連結継手構造は、図-6 のように、カプラーを設

けないことを基本とする。しかし、施工性を重視

し、図-7 のようにカプラーを設けてカプラーを

アンボンド化することも可とする。ただし、目地

部にカプラーを設けると必要な変形量を確保でき

ない可能性があるため、連結鉄筋に曲げが生じな

い位置にカプラーを設置することとする。 
② アンボンド長は、2.5mを基本とする。 

③ 連結鉄筋の最大径は、一般部の主鉄筋と同じくφ

51mmとする。 

④ 連結鉄筋のかぶりは50cmを基本とし、配力鉄筋に

合わせ内外2段を基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図-6 カプラーを設置しない場合 

図-7 カプラーを設けてカプラーをアンボンド化した場合 

δy：継手の降伏変形量  θy：継手の降伏回転角 

εcra：地震後のクラックによって発生する漏水の増加が微小となる配力鉄筋の許容ひずみ 

φcra：地震後のクラックによって発生する漏水の増加が微小となる躯体の許容曲率 

δw1a：地震に伴う漏水の増加がない継手の許容変形量 

δw2a：地震に伴う漏水の増加は微小となる継手の許容変形量 

δja：連結鉄筋のεyおよびεuより規定される継手の許容変形量 

θja：連結鉄筋のεyおよびεuより規定される継手の許容回転角 

εu：鉄筋の終局ひずみ  φu：躯体の終局曲率  δu：継手の終局変形量  θu：継手の終局回転角 

α ：安全係数（タイプ3.0、タイプⅡ1.5） 

S ：躯体の発生せん断力   Ps：躯体のせん断耐力 

τ：連結鉄筋の発生せん断応力 

τa：連結鉄筋の許容せん断応力 

 

先行打設側 
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(2) 継手部止水構造 
連結継手部の止水構造は、変形性能、長期止水性、

施工性、経済性を考慮して使用した。 

a) 止水性の確認試験 

止水部材は、長期止水性を確認するため、設置深

度に応じた水圧を作用させた状況で想定される変形

量に追従できることを止水実験により確認した。(写

真-1) 

実験の結果、非加硫ブチルゴムの変形性状は、所

定の変形性能が得られたものの、残留変位のある

（目地が開いた）状態で水圧が作用するとゴムの塑

性変形が進行する状態が想定され、水圧に抵抗する

処置を検討する必要があると考えられることが判明

した。 

b) レベル２地震（目地開き：３ｃｍ、せん断ず

れ：0.75ｃｍ）において止水性能が確保できる

構造の開発 

加硫ゴムを使用し、表-4に示す性能を目標とした

止水ゴムを開発し、変形および止水性能を止水実験

により検証した結果、目標性能が検証された図-8の

止水ゴム構造を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 止水性能実験 

 

ケース 状態 目開き せん断ずれ 水圧 摘要 

１ 目開き最大 

（軸方向地震） 

6.0cm 0.0cm 0.1Mpa～

0.3Mpa 

止水ゴムによっては、変位

量の小さい部位への適用や

標準深度部のみへの適用を

想定し、変位量と水圧を小

さくすることもある。 

２ せん断ずれ最大 

（直角方向地震） 

0.0cm 1.5cm 0.1Mpa～

0.3Mpa 

３ 上記の合成 6.0cm 1.5cm 0.1Mpa～

0.3Mpa 

① 目開き量の最大値（６cm）は、過年度の地盤条件急変部での応答値に２倍の余裕を考慮 

② ずれ量の最大値（1.5cm）は、過年度の地盤条件急変部での応答値に２倍の余裕を考慮 

③ 水圧の最大値は工区内の最深部の水深を考慮 

表-4 目標性能 

図-8 止水ゴム構造 
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4. チラツキ対策 

 
(1) チラツキについて 
チラツキとは、トンネル内照明等により、明暗が

連続することで不快感を生じることを指し、外環道

（千葉県区間）の掘割スリット構造区間は、太陽光

がストラットの間から射し込む明るい部分と、スト

ラットの影となる暗い部分とが連続する空間を高速

で走行することでチラツキが生じる。(図-9) 

 

(2) チラツキの影響要因 
チラツキが生じる条件について、明暗輝度比、明

暗の周波数、明暗時間率の３つの要素が関係する。

その中で最も不快の程度に影響する要素は、明暗輝

度比であることが既往研究)から知られている。 

上記３つの要素の関係性について、表-5のとおり

示されている。1) 

 

(3) 外環道（千葉県区間）におけるチラツキ要因の

整理 
外環道（千葉県区間）において、上記(2)に示した

チラツキが生じる3つの要素を以下のとおり整理した。 

① 明暗輝度比 

明暗輝度比は、チラツキ光の明輝度と暗輝度の比

より決まる。 

表-5によれば、チラツキが生じない明暗輝度比は

10以下とされており、明暗輝度比10～50の間で避け

るべき周波数や時間率が個々に設定されており、明

暗輝度比は50以下の条件とする必要がある。 

② 明暗の周波数 

明暗の周波数は、明暗のパターンが何秒ピッチに

繰り返されるかで決まる。 

 

 

 

 

 

 

千葉外環区間の掘割スリット構造部は、5mピッチ

で明暗が繰り返される。80km/h走行時においては 

4.4Hz（＝1/(5m/(80km/hr×1,000m/3,600秒/)))でチラ 

ツキが生じる可能性があるが、表-5の「避けるべき

明暗の周波数」によれば、明暗輝度比を30以下とす

ればチラツキを防止することができる。  

③ 明暗時間率 

明暗時間率はチラツキが発生する明の時間と暗の

時間より求まる。 

千葉外環区間の場合、路線の向き、太陽の位置に

より、ストラットに遮られる太陽光が変わる。スト

ラットの真上から太陽が射す場合、明時間＝暗時間

より100％となるが、その他の時間帯で避けるべき明

暗時間率に該当する時間帯が限定的に存在する。 

 
(4) チラツキ対策の視点 

チラツキが生じる条件の3つの要素により、外環道

（千葉県区間）においては、明暗輝度比を30以下と

することとし、以下の条件より必要遮光率を算出す

ると、必要遮光率は約96.6％となり、ほぼ完全に遮

光する必要があり、直接光が入射しない様対策する

ことを前提とした。 

① 算定条件 

・基本照明の平均路面輝度2)4.5cd／㎡  

・明暗輝度比30以下 （3）②より） 

・野外路面輝度3)4,000cd／㎡  

② 算定式 

最大許容明輝度：4.5cd／㎡×30 

＝ 135cd／㎡ 

必 要 遮 光 率：１－（最大許容明輝度） 

／（野外路面輝度） 

     ＝１－135/4,000≒96.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5 チラツキによる不快感を少なくするための要素 

図-9 掘割スリット構造区間のストラット 
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(5) 遮光板に求める性能 
走行環境の快適性によるお客様サービスの観点か

ら、掘割スリット構造区間におけるチラツキ対策を

行うこととした。 

外環道（千葉県区間）におけるチラツキ要因及び

チラツキ対策の視点から、求める性能は、以下のと

おりとした。 

① 直射光の入射を避ける（走行空間は明るく保つ）  

② 函体内の換気は自然換気ができる  

③ 降雨による影響を無くす（雨水対策）  

④ 耐久性がある  
 

(6) 遮光板の設置イメージ 
上記(5)の性能が満足するよう、掘割構造区間全体

にわたって太陽光シミュレーション及び換気検討を

行った。その結果、図-10に示すイメージの遮光板を

選定した。 

5.  おわりに 

 
外環道（千葉県区間）の掘割構造区間の設計概要

について、主なものを紹介した。都市内における掘

割構造のため、多種多様の制約条件があるなか、

「安心・安全・快適」を重視し、各種検討や研究開

発等を通じて最新の知見を取り入れて設計検討をし

てきたものである。 

現在、工事は最盛期を迎えているが、開通まで更 

なる検討を行い、「安心・安全・快適」な道路とな 

るよう努めてまいりたい。 
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図-10 遮光板の設置イメージ 

ストラット間に

遮光板を斜め設置
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